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第一章 序論 

1.研究の背景 

 日本では超高齢社会が進行し、中国においても 65歳以上人口が 2億人を超えるなど、

急速な高齢化が進展している。両国とも介護および社会的支援の負担増大が懸念される

中、高齢者の自立を支援し、その生活機能や生活の質を維持・向上させることは、社会全

体の負担軽減と高齢者の生活の充実の両面から重要な課題となっている。 

 しかし、中国に進出した日本の介護企業の中には撤退に至った例もみられ、その背景の

一因として、日本の介護では「自立支援」という考えが前提にあるが、この考えを理解で

きる中国人はまだまだ少ないと指摘されている 1)。 

 この状況は、中国において自立を支援する考え方が十分に定着していない、あるいは日

本とは異なる意味内容で理解されている可能性があると考えられる。「自立」という同一

の漢字表記を用いる概念であっても、日中両国でその意味内容や構造が異なる可能性があ

る。したがって、両国における「自立」概念の差異を明らかにすることは、介護実践の文

化的適応と国際的協働を進める上で重要であると考える。 

 

2.本研究の目的と構成 

 本研究の目的は、日中両国の高齢者介護における「自立」概念の構造的差異を明らかに

し、その差異が中国の介護現場においていかなる文脈のもとで実践として形成されている

のかを解明することである。それにより、日本の自立支援の実践が中国では受け入れられ

にくい原因を探るとともに、中国の文脈に適応した自立支援への提言を行うことを目指

す。 

 本論文は五章で構成される。第一章では研究の背景と目的を示し、第二章では日中およ

び欧米の先行研究を整理して、「自立」の理論的枠組みを構築する。第三章（研究 1）で

は、介護人材養成教員へのアンケート調査により「自立」概念の因子構造を日中比較の視

点から実証的に検討する。第四章（研究 2）では、中国の介護現場の管理職層へのインタ

ビュー調査を通じて、研究 1で示された構造的差異がいかなる文脈のもとで形成されてい

るのかを質的に明らかにする。第五章では、以上の結果を統合し、本研究で得られた知見

とその新規性、結論、実践的示唆、限界および今後の課題について総合的に考察する。 

 

第二章 高齢者介護における「自立」概念の理論的枠組み 

 本章では、高齢者介護における「自立」概念について、日本、中国、および欧米の先行

研究 2)～27)を整理し、日中比較のための理論的枠組みを検討した。 

 先行研究の検討から、日中両国はいずれも「自立」を身体的側面のみに限定せず、精神

的・経済的・社会的側面を含む多面的概念として捉え、適切な支援環境のもとで成立する

ものとして理解してきたことが確認された。また、欧米の Autonomy 概念を参照しつつ、

自国の文化的・社会的文脈に即して「自律性」あるいは「自主性」といった概念を検討し
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てきた点も共通していた。 

 しかしながら、日中の「自立」概念には顕著な相違も認められた。中国では、儒教的な

家族観を背景とした「自立養老」15)という独自の形態を発展させており、心理的自立にお

いては孤独感の解消 14)が重視されていた。これに対し、日本では、障害者自立生活運動や

介護保険制度の展開を背景として、「自己決定権の行使」7)が自立概念の中核に位置づけ

られ、関係性の中での自己決定という、より実践的な理解へと深化していた。さらに、日

本では要介護高齢者を対象とした自立支援の実践が制度的に蓄積されている一方、中国で

は自立概念の議論が健康な高齢者に偏り、要介護高齢者への適用は限定的であることが示

された。 

 以上の検討を踏まえ、本研究では、高齢者介護における「自立」を構成する理論的要素

として、①自身の力だけでできる、②自分の能力を最大限に活用できる、③社会的役割を

果たすことができる、④必要な支援を受けることができる、⑤自己の選択や自己決定がで

きる、の五要素を整理し、日中双方の概念を包含する理論的枠組みを提示した。この枠組

みに基づき、次章ではアンケート調査により「自立」概念の構造を実証的に検討する。 

 

第三章 研究 1：アンケート調査による日中「自立」概念の構造 

1.目的 

本章では、日中両国の高齢者介護における「自立」概念の構造を把握し、両国間の差異

を実証的に明らかにすることを目的とした。具体的には、介護人材養成教員を対象とした

アンケート調査を通じて、前章で理論的に設定した「自立」の五要素が、日中それぞれの

文脈においていかなる因子構造を形成しているのかを比較検討した。 

 

2.方法 

日中両国の介護人材養成学校で介護関連科目を担当する専任教員を対象にアンケート調

査を実施した。調査票は、基本属性、「自立」に関する質問項目（22 項目）、および勤

務・研修経験に関する質問からなる全 41 項目で構成した。 

「自立」に関する質問項目は、先行研究に基づき整理した理論的五要素に対応する内容

として作成した。老年学・心理学・介護福祉学等の研究者および介護・リハビリテーショ

ン等の実務専門職との意見交換を踏まえて日本語版を作成し、中国語版は日中双方の学術

的・実践的背景を有する専門家による内容確認ならびに翻訳を経て作成した。さらに、日

中の介護人材養成教員を対象とする 3回のプレテストを実施し、その結果と専門家の意見

を踏まえて項目を修正・精緻化した。評定は 6件法リッカート尺度（1＝まったく重視し

て教えていない、6＝とても重視して教えている）を用いた。 

調査は 2024 年 10 月末から 12月末にかけて、オンライン形式および回答依頼書の配布

を併用して実施し、日本 120 名、中国 94 名の有効回答を得た。なお、本研究は桜美林大

学研究活動倫理委員会の承認を得て実施された（承認番号：No.24034）。 
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得られたデータに対し、対象者属性の比較、基本統計量の算出、ならびに確認的因子分

析（CFA）および探索的因子分析（EFA）を行った。 

 

3.結果 

属性比較の結果、日本は教育・実務において長期のキャリアを有する層が厚い一方、中

国は年齢層が比較的若く、高学歴かつ医療系を専門背景とする教員の割合が高いことが示

された。 

「自立」の五要素を想定した 5因子モデルについて確認的因子分析（CFA）を行ったと

ころ、十分な適合度を示さなかった。そこで探索的因子分析（EFA）を行った結果、介護

人材養成教員の回答において、日本においては 5因子構造（①自己決定、②身体遂行、③

社会関与、④経済基盤、⑤支援活用）が抽出された。一方、中国では 3 因子構造に集約さ

れた。具体的には、介護サービスの受容や環境整備の項目が組み込まれた①「自己決定」

因子、経済力と社会参加、他者の支援が統合された②「社会経済」因子、そして身体的遂

行力に加えて「現状受容」が統合された③「心身基盤」因子が抽出された。また、中国に

おいては、日本で独立していた「支援活用」が独立因子として抽出されなかった。 

 

4.考察 

対象者属性にみられる差異は、両国における介護教育制度の成熟度や専門職養成の発展

段階の違いを反映している可能性がある。そして、中国では多くの教員が高齢者介護に関

連する教育や研修を有しているものの、「自立」・「自立支援」に特化した専門研修の受

講歴は限定的であった。これは、中国において自立支援が独立した研修項目として設定さ

れる機会が未だ少なく、他のカリキュラム内に包摂されている可能性を考慮する必要があ

る。また、「自立」・「自立支援」に関する教材を「使っていない」との回答が過半数に

達した点は、教育の欠如を意味するというよりも、統一的な標準テキストが未整備な過渡

期において、教員が多様な資料を活用しながら教育を行っている状況が示唆される。 

因子構造の比較から、日本では介護保険制度が比較的成熟していることにより、「自己

決定」「身体遂行」「社会関与」「経済基盤」「支援活用」がそれぞれ独立している構造

が示唆された。対照的に中国では、公的な制度基盤が未成熟な過渡期にあることを背景と

して、経済的条件が社会参加や支援獲得を規定することにより「社会経済」として統合さ

れる構造、ならびに「以人为本（人間中心）」の理念のもとで周囲の支援や環境が整って

初めて意思決定が成立する「自己決定」の構造、さらに精神的安寧（現状受容）が自立の

基盤として重視される「心身基盤」の構造が示された。 

 

5.研究 1の限界 

研究 1の限界は二点である。第一に、対象を介護人材養成教員に限定したため、本章で

抽出された概念構造が、介護従事者、高齢者本人および家族の認識と必ずしも一致すると
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は限らない点である。第二に、探索的因子分析により概念の構造を可視化したものの、

「なぜそのような構造が形成されるのか」「それが現場でどのように理解され、実践され

ているのか」といった過程については、アンケート調査のみでは十分に解明できない点で

ある。 

これらの限界を踏まえ、次章（研究 2）では、中国の介護現場の管理職層へのインタビ

ュー調査を通じて、量的分析では捉えにくい「なぜ」「どのように」を質的に検討する。 

 

第四章 研究 2：インタビュー調査による中国の介護現場における「自立」の実状 

1.目的 

研究 1において、介護人材養成教員を対象としたアンケート調査の結果から、日中の

「自立」概念の構造的差異（日本は 5因子に分化し、中国は 3因子に集約される構造）が

量的に示された。そこで研究 2では、日本の自立支援が受容されにくいとされる中国の介

護現場に焦点を当て、研究 1で示された構造的差異を踏まえ、介護現場の管理職層へのイ

ンタビュー調査を実施した。これにより、高齢者介護における「自立」概念が、介護現場

においてどのように理解され、どのような文脈の中で実践として形成されているのかを質

的に検討することを目的とした。 

 

2.方法 

中国の介護現場において、実践を統括し「自立」に関する判断根拠を言語化できる管理

職層 8名（院長・副院長、主任、フロアリーダー、在宅部門マネージャー等）を対象に、

半構造化インタビューを実施した。対象者には、施設介護と在宅介護、さらには国内資本

および日系資本事業者の経験者を含めることで、多様な視点の確保を図った。 

得られた質的データに対しては、指導教員および専門家との検討を重ね、中国の介護現

場における「自立」の実践実態と、その背後にある文化的・制度的文脈を示すテーマを抽

出した。なお、本研究は桜美林大学研究活動倫理委員会の承認を得て実施された（承認番

号：No.24034）。 

 

3.結果 

 分析の結果、中国の介護現場における「自立」の実践とその背後にある文脈を示す 5つ

のテーマが生成された。 

 テーマ 1「心身の連動性と精神安定の追求」：現場では、高齢者の精神的安定が身体機

能の維持・回復の前提として認識されている一方、人的資源の不足や効率優先の運営のも

とで、情緒的ケアが後回しにされやすい実態が示された。 

 テーマ 2「経済能力と社会参加の不可分な関係」：経済力は介護サービスへのアクセス

のみならず、社会参加の機会や質、さらには高齢者のアイデンティティや自尊感情の維持

にも深く関与している実態が示された。 



 ５ 

 テーマ 3「支援と環境に依存する中国の『自己決定』」：自己決定は現場でも尊重され

ているものの、その実践は高齢者の身体・認知機能、周囲の環境整備、専門職の支援、そ

して家族の関与と同意に依存して成立していることが示された。 

 

 テーマ 4「支援と自立の関連の非認識」：物理的・人的支援は現場に存在するものの、

「自立」を構成する要素として明示的には捉えられず、主として安全確保や経済的合理性

のための手段として理解されていた。その背景には、当事者の心理的抵抗のみならず、情

報伝達構造、組織運営体制、制度的条件、さらには発展段階に起因する環境的制約と専門

性の欠如といった様々な要因の存在が示された。 

 テーマ 5「家族との関係性の中に存在する中国の『自立』」：家族は単なる外部環境で

はなく、意思決定的・情緒的・物質的支援を通じて高齢者の生活を成立させる重要な資源

として機能しており、中国の「自立」は家族との関係性を内部に含み込んだ形で実践され

ていることが示された。 

 

4.考察 

 生成された 5つのテーマは、研究 1で示された量的な因子構造の背景を説明し、補完す

るものであった。 

 第一に、中国の介護現場では、「自立」は身体機能の維持や回復のみではなく、精神状

態の安定を前提とする「心身の連動性」の中で捉えられていた。これは研究 1において

「心身基盤」因子が抽出された結果と整合している。 

 第二に、経済力が介護サービスへのアクセス、社会参加の機会と質、高齢者のアイデン

ティティおよび自尊感情の維持を規定している実態は、日本において「社会関与」と「経

済基盤」が分化しているのに対し、公的な制度的基盤が未成熟な過渡期にある中国では、

両者が不可分に結びつき「社会経済」因子として統合されていた研究 1 の結果を裏付けて

いる。 

 第三に、中国における「自己決定」は、個人の権利として単独で行使されるというより

も、周囲の環境整備、専門職の支援、家族の同意といった複数の条件の調整を通じて初め

て成立する構造を有していた。これも、研究 1において中国の「自己決定」因子に支援・

環境関連項目が含まれていた結果と一致している。 

 第四に、研究 1で中国側に「支援活用」因子が独立して抽出されなかった背景として、

中国の介護現場では、支援が自立を構成する要素ではなく、安全確保や経済的合理性のた

めの手段として理解されている実態が確認された。また、現場実践上の様々な制約によ

り、「支援を活用することで自立が促進される」という経験が蓄積されにくく、支援活用

と自立との概念的結合が生じにくい状況にあることが示された。 

 さらに、質的分析から新たに浮かび上がったのは、中国の「自立」を構成する重要な要

素としての「家族」の存在である。介護の社会化が進み、家族が補完的存在として位置づ
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けられてきた日本に対し、中国では法制度上も文化的規範上も、依然として家族が高齢者

介護の中心的責任主体である。そのため、中国における「自立」は、家族との相互依存的

な関係を資源として組み込みながら成立していると解釈される。本研究ではこの特徴を

「家族共生」と捉え、研究 1では十分に捉えきれなかった中国の自立構造を補完する要素

として位置づけた。 

 

第五章 総合考察 

 本研究では、日中間の高齢者介護における「自立」概念の構造的差異を明らかにするた

め、まず、先行研究の検討を通じて、「自立」概念を構成する理論的五要素を整理し、日

中比較のための理論的枠組みを構築した。次に、この理論枠組みに基づき、介護人材養成

教員を対象としたアンケート調査を実施し、「自立」概念の因子構造の日中比較を行った

（研究 1）。その結果、両国の「自立」概念における構造的差異を実証的に示した。さら

に、研究 1で示された構造的差異を踏まえ、「自立」構造が実際の介護現場においてどの

ように理解され、いかなる文脈の中で実践として形成されているのかを解明するため、中

国の介護現場の管理職層を対象としたインタビュー調査を行った（研究 2）。これによ

り、研究 1の量的分析のみでは捉えきれない「自立」概念の背景や実践的文脈を質的に検

討した。 

 以上の結果を踏まえ、本章では、本研究で得られた知見とその新規性を整理するととも

に、結論、実践的示唆、限界および今後の課題について総合的に考察する。 

 

1.本研究で得られた知見とその新規性 

 本研究で得られた主要な知見と新規性は、以下の通りに整理される。 

 まず、先行研究の検討を通じて、「自立」概念の理論的五要素（①自身の力だけででき

る、②自分の能力を最大限に活用できる、③社会的役割を果たすことができる、④必要な

支援を受けることができる、⑤自己の選択や自己決定ができる）を整理し、日中比較のた

めの理論的枠組みを提示した点である。これにより、「自立」を単一的・固定的概念とし

てではなく、複数の要素から構成される比較可能な概念として位置づけた。 

 次に、研究 1では、介護人材養成教員の回答において、日本では「自己決定」「身体遂

行」「社会関与」「経済基盤」「支援活用」からなる 5因子構造が抽出されたのに対し、

中国では「自己決定」「社会経済」「心身基盤」からなる 3因子構造が抽出された。 

 続く研究 2では、中国の介護現場の管理職層へのインタビュー調査を通じて、研究 1で

示された因子構造の背景を質的に検討した。その結果、中国の高齢者介護における「自

立」は、①心身の連動性と精神安定の追求、②経済能力と社会参加の不可分な関係、③支

援と環境に依存する中国の「自己決定」、④支援と自立の関連の非認識、⑤家族との関係

性の中に存在する中国の「自立」という五つのテーマが見出された。テーマ①〜③は研究

1 で抽出された「心身基盤」「社会経済」「自己決定」の 3因子を質的に裏づけるもので
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あり、テーマ④は、中国で「支援活用」因子が独立して抽出されなかった背景を補完する

ものであった。さらに、テーマ⑤から導かれた「家族共生」は、研究 1 では十分に捉えき

れなかった中国の自立構造を補完する新たな構成要素として位置づけられた。 

 

2.結論 

 本研究の結果から、日本の「自立」が制度的変遷の中で要素ごとに相対的に分化して捉

えられているのに対し、中国の高齢者介護における「自立」は、心身の安定、経済条件、

外部支援・環境、さらに家族との関係性が相互に結びつく中で成立する構造を有している

ことが示された。これにより、日本の「自立支援」理念が中国で受け入れられにくい要因

を、単なる理念の移転の問題ではなく、「自立」概念そのものの構造的・文化的差異とし

て解釈する視座を提供することができた。 

 また、本研究は、「自己決定」は日中双方に共通する重要な構成要素として位置づけら

れた一方で、「心身基盤」「社会経済」「支援活用」および「家族共生」といった構成要

素は、それぞれの社会の制度設計、歴史的背景、家族構造の影響を受けて異なる位置づけ

を与えられていることを示した。とりわけ、中国において、家族との意思決定的・情緒

的・物質的な相互依存関係そのものが、「自立」の目標・状態の一部を構成していること

を「家族共生」として位置づけた点は、本研究の理論的貢献である。 

さらに、実践的には、日本の理念をそのまま適用するのではなく、中国の文化的・社会

的・制度的文脈に即した支援モデルを構築する必要があることが示唆された。具体的に

は、心身の連動性を踏まえた生活機能支援モデルの構築、経済的格差を緩和する持続可能

な支援体制の整備、合意形成を基盤とする意思決定支援プロセスの構築、支援資源の有効

活用と定着を促進する支援システムの構築、ならびに家族を含む協働型支援構造の構築が

重要な方向性として示された。 

 

3.本研究の限界と今後の課題 

 本研究の限界として、第一に、研究 1では調査対象を介護人材養成教員に限定したた

め、抽出された概念構造が、介護従事者、高齢者本人、その家族の認識と必ずしも一致す

るとは限らない点が挙げられる。第二に、研究 2では中国の介護現場における管理職層を

対象としたため、日常的に直接ケアを担う介護従事者の認識や、中国の広大な地域差を十

分に捉えきれていない可能性がある。第三に、研究 2では中国の介護現場のみに焦点を当

てたため、日本の介護現場における実践との質的比較までは行っていない。 

 以上の限界を踏まえ、今後の研究課題として、以下の三点が挙げられる。 

 第一に、研究対象の拡張である。今後は、高齢者本人およびその家族、介護従事者へと

対象を広げ、「自立」概念の多層性を検討することが必要である。 

 第二に、日中双方の介護現場における実践の比較研究である。精神的安定、社会関与、

経済基盤、支援活用といった要素が、日本の介護現場においてどのように理解され、どの
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ように支援されているのかを分析し、中国の実践と比較しながらその特徴を明らかにする

ことが求められる。 

 第三に、介入研究への発展である。本研究で得られた知見を踏まえ、中国の文脈に適応

した自立支援プログラムを開発し、その効果を検証する介入研究へと展開することが課題

である。 

 以上のことから、本研究は、高齢者介護における「自立」概念が普遍的なものではな

く、文化的・社会的・制度的文脈に深く根ざした構造を有することを実証するとともに、

その文脈に即した支援モデルを構想するための基盤を提示した点に学術的・実践的意義を

有する。今後は、本研究を基盤として、文化の多様性を尊重しながら、高齢者一人ひとり

が尊厳をもって生活できる支援のあり方をさらに探究していくことが求められる。 
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